
防災行政無線等の戸別受信機の普及促進に関する研究会報告の概要（１／４）

 約８割の市町村で市町村防災行政無線（同報系）を整備。
 住戸内の戸別受信機は、大雨等の屋外スピーカーからの音声が
聞き取りづらい場合に、極めて有効。

• 平成27年常総市水害に係る住民ヒアリング※では、避難指示等の
入手手段として屋外スピーカーと回答した住民が半数を占めたが、
音声が聞き取りづらかったとの意見も一定数あった。

• 平成28年糸魚川大規模火災では、延焼範囲内の世帯に
戸別受信機が整備されており、火災発生の事実が迅速に伝達された。

 戸別受信機は、地域の実情に応じて整備されており、
全戸配布が31%（436団体/1,428団体）
一部配布が54%(776団体/1,428団体)となっている。

防災行政無線等の戸別受信機に係る現状等
防災行政無線の戸別受信機配布状況

 高齢化社会の進展により、総人口に占める65歳以上の人口の割合は27.3％で過去最高。また、政府は、2020年に
訪日外国人旅行者を4,000万人とする目標を掲げるとともに、在日外国人が217万人を超えている。

 総務省では、市区町村の災害時における情報伝達の取組を後押しするため、高齢者や外国人の方々に、必要な情報を
確実に届けられるようにするための情報伝達の環境整備を図る「情報難民ゼロプロジェクト」を推進。

情報難民ゼロプロジェクト

高齢者の方々など災害弱者の方々に、より細かく防災情報を行き渡らせる上で有効な
防災行政無線等の戸別受信機の普及促進策の検討が必要。

１．検討の背景

※ 平成28年３月末現在：1,741市区町村
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※ 平成28年3月、中央大学理工学部河川・水文研究室
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＜戸別受信機のメリット＞
○ 天候に左右されず屋内で防災行政無線の情報を受けられる
○ 停電時であっても、電波が受信できれば乾電池を用いて情報を受けられる

＜戸別受信機の課題＞
○ １台あたりの価格が高価
○ 電波の受信環境によっては、屋外アンテナの設置が必要
○ 町内会長の変更等により毎年度十数件の移設作業が必要となり、受信調査、

設定作業等、事業者への委託費用が発生

＜整備費用の低廉化のための方策＞
○ 機能の簡略化
○ 親局だけでなく、子局や戸別受信機、取付け作業、保守点検業務等を

一括で契約し、想定よりも低廉に整備
○ 防災行政無線と簡易無線を接続し、低廉な戸別受信機を実現

＜その他＞
○ 耳の不自由な方や外国人等には、屋外拡声子局等の音声で情報を伝達
するのは困難

〇 災害時、防災行政無線をはじめとした複数の情報伝達手段への
入力作業が負担

２．自治体、メーカーヒアリングの結果（主な意見）

戸別受信機は、
• 天候等に左右されず
情報を受けられる

• 一方で、高額である、
受信状況により屋外ア
ンテナの設置が必要等
の課題

• 機能の簡略化、調達方
法の工夫、無線システ
ムの利用等により、
整備費用を低廉化にで
きるのではないか

• 障害者、外国人等の
方々への情報伝達にお
ける工夫や、複数の
情報伝達手段の
連動が必要
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３．戸別受信機の機能の限定に関する自治体アンケートの結果
 機能をある程度限定することで戸別受信機の低廉化につながる可能性があるため、メーカーや自治体への
ヒアリング等をもとに、戸別受信機のタイプを提示して、自治体にニーズを調査。

※ 音声受信、緊急一括呼出、選択呼出、録音再生、停電時対応（停電時に内蔵乾電池
に切替え）、乾電池は単一・単二・単三対応可能、 外部アンテナ接続、 外部スピーカー
接続、外部機器接続、サイレン・ミュージックの受信

タイプＡ（現行の防災行政無線と同じ機能）を希望する自治体が多数を占めたものの、機能を
限定した低廉なタイプにも一定程度のニーズがあることが確認された。
（タイプＡの機能のうち「外部スピーカー接続」、「外部機器接続」のニーズが比較的低いことも確認。）

＜アンケート回収数＞1275自治体

図 戸別受信機のタイプ別ニーズ
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受信機のタイプ 機能の概要

タイプＡ 防災行政無線デジタル新方式の機能と同じ
※１

タイプＢ タイプAから
「録音再生」、「外部機器接続」等を除外

タイプＣ タイプBから
「サイレン・ミュージックの受信」を除外

タイプＡよりも
高機能なもの

タイプAに
画像データ受信などの高度な機能を追加

738団体

167団体

97団体

190団体

44団体
23団体 無回答

タイプＡ

その他

タイプＡよりも
高機能

タイプＣ

タイプＢ



４．戸別受信機の普及促進方策

(1) 戸別受信機の機能に係る標準的なモデル及びその仕様書（例）の作成
 戸別受信機の機能に係る標準的なモデル・仕様書（例）を作成し、量産化・低廉化を推進。
仕様書には、メーカー間の相互接続性の確保を明文化し、自治体の選択肢を拡大。

(2) 調達・整備・維持管理方法の工夫
 戸別受信機を、親局・操作卓・屋外拡声子局等と一体で整備するとともに、維持管理費を含め、
債務負担行為等により複数年にわたり計画的に調達し、整備費用を抑制。

 戸別受信機を市町村役場等で配布し、住民が自ら設置することにより、整備費用を抑制。
 保守、故障、移設、住民からの問い合わせ窓口等の対応を精査し、維持管理費用を抑制。
 自治体間において、戸別受信機をはじめ防災行政無線の調達・整備・維持管理を共同で
実施することにより、整備費用や維持管理費用を抑制。

(3) 防災行政無線と安価な無線システム（簡易無線）による戸別受信機とのインターフェースの規格化

＜その他＞自治体職員の入力作業の負担軽減
防災行政無線への入力インターフェースを規格化し、防災行政無線を含む複数の情報伝達手段が連動する環境を整備。
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